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1 , はじめに 

SARS や 高病原性 鳥 インフルエンザ 等の海外から 持ち込まれる 感染症への対策、 

新興・再興感染症、 或いは NBC テロ等の健康危機を 前にして、 拡大しつつあ る国民 

の 不安を解消し、 鎮静化することは、 現在の公衆衛生行政における 健康危機管理業務 

の最も重要な 課題であ る。 その課題に正面から 取り組むためには、 熱意のあ る公衆衛 

生 医師を育成・ 確保していくことが 最善の手段であ る。 また、 地方公共団体の 首長に 

とっては訓練された 公衆衛生医師を 配置することによって、 未然にこうした 健康被害 

の発生を防ぐことも、 その拡大を早期に 抑え込むことができることにも 留意すべきで 

あ る。 こうした事態に、 公衆衛生医師の 専門的知識に 基づく的確な 判断と決断という 

後ろ盾を得ずに 対応すれば、 被害の拡大や 混乱を起こす 結果に至ることは、 これまで 

の 幾多の先例によって 明らかであ る。 

しかし、 一部の地方公共団体においては 公衆衛生医師確保の 困難な状況が 今なお見 

受けられ、 これまで国、 地方公共団体、 医百機関等関係団体による 公衆衛生医師育成・ 

確保のための 努力が必ずしも 充分でなかったことも 指摘されよう。 

このようなことから、 今後の公衆衛生医師の 育成・確保に 向けて、 国、 地方公共団 

体 、 医有機関等関係団体が 取り組むべき 具体的施策について 検討し、 今後、 実施する 

べき方策について、 公衆衛生医師の 育成・確保のための 環境整備に関する 基本的枠組 

みとしてまとめることを 目的として、 公衆衛生医師の 育成・確保のための 環境整備 [ こ 

関する検討会を 開催した。 

検討会では、 公衆衛生医師の 育成・確保の 環境整備のために 必要な施策について、 

主に次の事項について 焦点を絞って 具体的に検討した。 

(1) 公衆衛生医師育成のための 方途 

(2) 公衆衛生医師確保のための 方途 

(3) 国 ・地方公共団体・ 関係団体に求められる 具体的取組 等 

検討会は、 平成 16 年 6 月 10 日から平成 16 年 12 月 17 日まで合計 5 回にわたり 

開催され、 その重ねられた 議論を基に、 今般、 本報告書をとりまとめた。 

なお、 公衆衛生医師とは、 国 ( 厚生労働省、 検疫所、 国立保健医療科学院等 ) 、 地 

乃公共団体 ( 本庁、 保健所、 地方衛生研究所等 ) 、 医育 機関、 その他の施設において、 

公衆衛生業務に 従事している 医師を幅広く 指す用語であ るが、 今回の検討会では 特に 

保健所に勤務する 公衆衛生医師を 中心とした公衆衛生医師の 育成・確保に 絞って検討 

することとした。 

2. 検討の手法 

既存の関係資料の 整理、 委員からの意見を 集約しっ つ 、 幅広い検討を 旨とした。 

また、 検討会において 議論の参考とするため、 平成 16 年 8 月、 保健所を設置して 

い る地方公共団体、 医百機関 ( 衛生学・公出衛生学教育協議会に 加盟 し 、 医学部学生 

の公衆衛生学の 講義を担当している 教授等 ) 、 地方公共団体に 勤務する公衆衛生医師 

の 意見を聴取することとし、 アンケート調査を 実施した。 ( 資料 3 参照 ) また、 更な 



る 検討に資するため、 平成 16 年 10 月にも保健所を 有する地方公共団体に 対し、 公 

衆衛生医師の 勤務状況等に 関するアンケートを 実施した。 

3. 公衆衛生医師をとりまく 現状 

い ) 配置状況、 年齢構成 

医師の配置が 1 人のみであ る保健所が 321 か 所、 医師の配置が 2 名であ る保健所 

は 146 か 所、 3 名以上であ る保健所は 71 か 所、 保健所長が兼務で 対応し、 他に医師 

を配置していない 保健所が 22 か 所、 不明が 11 か 所であ った。 ( 平成 16 年 4 月 1 日 

現在 ) 

地方公共団体において、 公衆衛生医師は 主に保健所、 本庁、 地方衛生研究所等に 勤 

務 しており、 その分布としては、 保健所に 924 人、 本庁に 240 人、 地方衛生研究所 

に 3 人となっていた。 地方公共団体別の 保健所の平均医師数は、 都道府県保健所に 

1.32 人、 指定都市型保健所に 2.20 人、 中核市聖保健所に 2.20 人、 その他保健所 政 

令 面壁保健所に 2.11 人、 特別区型保健所に 4.65 人の配置であ った。 

管内人口 10 万人あ たりの保健所に 勤務している 公衆衛生医師数は、 全国平均で 

0 ． 73 人であ り、 都道府県 ( 政令市、 特別区の人口を 除く ) では 0 ． 71 人、 指定都市で 

は 0 ． 77 人、 中核市で 0 ． 50 人、 その他保健所政令市で 0 ． 71 人、 特別区で 1.32 人であ 

った。 

これに本庁に 勤務している 公衆衛生医師を 加えると、 管内人口 10 万人あ たりの公 

衆衛生医師数は、 全国平均で 0 ． 92 人であ り、 都道府県 ( 政令市、 特別区の人口を 除 

く ) では 0 ． 94 人、 指定都市では 0.91 人、 中核市で 0.56 人、 その他保健所政令市で 

0 ． 71 人、 特別 E で 1.46 人であ った。 ( 平成 16 年 10 月 1 日現在 ) 

衛生担当部局 ( 本庁、 保健所、 地方衛生研究所等 ) に勤務している 公衆衛生医師の 

年齢は、 20 歳代が 3.4% 、 30 歳代が 22.1% 、 40 歳代が 35.7% 、 50 歳代が 28.9% 、 

60 歳代が 9.8% であ り、 20,30 歳代が少なく、 40 歳代以降が多いという 傾向があ る。 

( 平成 15 年 2 月 1 日現在 ) ( 資料 2 参照 ) 

(2) 採用計画、 採用状況、 育成状況 

現在勤務している 公衆衛生医師の 年齢構成等を 考慮し、 若手の育成と、 適切な公衆 

衛生医師の養成に 配慮した採用計画を 策定している 地方公共団体は 27 団体 (21.3%) 

であ った。 更に計画を実施していない 地方公共団体のうち、 将来的に実施できると 回 

答した地方公共団体は 12 団体 (9.4%) であ った。 計画的な採用を 実施できない 理 

由は「行政改革を 進め、 県全体の職員数を 削減している 中で欠員補充以外の 採用は困 

難 」、 「財政的余裕がない」、 「公出衛生医師の 総体が少なく、 年齢構成等を 考慮できな 

い」等であ った。 

また、 公衆衛生医師の 育成に関しては、 採用年次に配慮した 研修計画を策定し、 研 

修を実施している 地方公共団体は 16 団体 (12.6%) であ った。 また、 研修を実施し 

ていない地方公共団体のうち、 将来的に実施できると 回答した地方公共団体は 43 回 
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体 (33.9%) であ った。 実施できない 理由には、 「保健所への 医師の配置が 所長 1 名 

の場合、 長期間の研修は 公務の運営上支障があ る」、 「採用する公出衛生医師は 本庁課 

長及び保健所長のため 既にあ る程度の経験があ る」等が挙げられていた。 ( 平成 16 

年 8 月調査 ) ( 資料 3 参照 ) 

特に国立保健医療科学院における 専門課程 1 ( いわゆる保健所長コース ) への派遣 

ほ ついては、 現在、 37.0% の地方公共団体で 実施している。 実施が難しいという 主な 

理由は、 「業務に支障を 及ぼす」、 「保健所長になるまでに 様々な研修 や 、 職務を遂行 

しながら計画的に 行政における 必要な知識，技能を 向上させており (On the Job 

℡ ainmngoJT) 、 現在は特にその 必要がない」等であ る。 

また、 公衆衛生に関する 大学院博士課程や 医科学修士課程への 修学支援については、 

51.1% の 医 百機関が実施している。 

(3) 公募等に関する 工夫 

現在、 公募に関して 進路説明会等を 開催している 地方公共団体は 4.7% であ り、 医 

育 機関でほ 38.8% が実施している。 実施が難しいという 主な理由は、 地方公共団体 

では「採用の 予定がなれ」 、 「公募する予定がない」等であ り、 医育 機関では「説明会 

に 教室が参加していない」、 「覚部講師を 招くことが難しい」等であ った。 

公衆衛生医師の 業務に関する 普及啓発を実施しているのは、 地方公共団体で 

11.0% 、 医育 機関では 20.9% であ った。 実施が難しいという 主な理由は、 地方公共 

団体では「採用の 予定がなれ」、 「公募する予定がなれ」、 「採用時以覚には、 予算化す 

る 理由が認められない」等であ り、 医 百機関では「スタッフが 不足」、 「保健所・地方 

公共団体が自ら 実施する方が 望ましい」であ った。 

また、 公衆衛生医師のロールモデルを 紹介している 地方公共団体 は 9.4% あ った。 

実施が難しいという 主な理由は、 「募集していない」、 「公募制ではない」等であ った。 

公衆衛生医師に 関する情報を 伝えるためのリーフレットについては、 地方公共団体 

の 4.7% が作成している。 作成が難しい 主な理由は、 「募集していない」、 「公募制で 

はない」等であ った。 

公衆衛生医師の 業務説明会をブロック 単位で行 い 参加している 地方公共団体は 

78.0% 、 医 百機関では 69.1% であ った。 参加が難しいという 主な理由は、 地方公共 

団体では「採用計画がなりから」等であ り、 医 百機関では「スタッフの 不足」等であ 

った 。 

地域保健に関する 臨床研修については、 地方公共団体で 96.1% 、 医 百機関で 42.4% 

が 実施予定であ る。 実施する予定がない 理由は、 地方公共団体では「指導する 複数の 

医師がいない」等であ り、 医官機関では「大学の 方針」、 「卒後研修の 企画委員に入っ 

ていない」等であ った。 

臨床医師に対する 公衆衛生に関する 社会人教育については 医育 機関の 38.8% が実 

施している。 実施が難しいという 主な理由は、 「教員の不足」であ る。 



(4) 複数配置 
公衆衛生医師の 複数配置については、 現在、 68.5% の保健所で複数配置を 実施して 

いる。 実施が難しいという 主な理由としては、 「保健所の医師の 定員が決まっている」 、 

「確保が困難」、 「財政上困難」、 「人事担当部局と 末 調整」等が挙げられている。 

(5) 自己 研鍍 等に対する職務専念義務の 免除等の服務上の 規定 
公衆衛生医師の 処遇として、 学位取得・留学、 研究、 研修等に関して、 職務専念義 
務の免除等の 服務上の規定を 整備している 地方公共団体は 45 団体 (35.4%) であ っ 

た 。 また、 こうした規定を 定めていない 地方公共団体のうち、 将来的に実施できると 

回答した地方公共団体は 24 団体 (18.9%) であ った。 実施できない 理由としては、 
「他の職種との 整合性を図るため、 公衆衛生医師のみ 特例的な扱いはできない」、 「 ほ 

とんどの保健所には 医師が 1 名 しかいない」、 「財政上困難」等であ った。 

(6) 医 有機関との連携交流 

現在、 地方公共団体で 7.9% 、 医 百機関で れ ・ 3% が人事交流を 実施している。 実 

施が難しいという 主な理由は、 地方公共団体では「医師の 採用を予定していない」 、 

「必要性がない」等であ り、 医 百機関では「時間的に 困難」、 「人材不足」等であ っ 

た   

4. 公衆衛生医師の 育成・確保における 問題点 

公衆衛生医師の 育成・確保については、 かねてより多くの 問題点が指摘されている 
が 、 検討会の議論及びアンケー ト調査等をまとめた 結果、 主に以下の事項が 問題点と 

して挙げられた。 

・公衆衛生医師の 確保は長期的視野に 立った採用・ 育成計画が作られず、 保健所等 
に 医師が単独で 配置されていること 

  保健所長の欠員に 対して年齢のみに 着目し、 公衆衛生従事経験を 有しない臨床系 

の 医師が補充されることが 参りこと 

・公衆衛生医師の 業務が臨床能力のみならず、 高度かっ幅広い 専門的な知見が 必要 

な魅力あ る分野であ ることが広く 知られていないこと 

・公衆衛生に 関心を持っている 学生 スは 医師に対して、 公衆衛生医師となるための 

方法が充分に 広報されていないことが 多いこと 

  配属 先 が限定されていることが 多く、 この場合、 人材の偏在や 経験の偏りがあ る 

こと 

  公衆衛生医師の 業務において 必要な研修及び 研究に参加できるように 処遇や制度 

が 整備されていないこと 

  公衆衛生医師の 育成・確保について、 医 百機関等関係団体との 協力体制が整備さ 

れておらず、 また、 共通の認識も 有していないこと 



本 検討会においては、 これらの問題点 は ついて、 

(1) 公衆衛生医師の 育成について 

(2) 公衆衛生医師の 採用・確保について 

(3) 公衆衛生医師の 職務に関する 普及啓発について 

の 3 つに分類し検討を 加えた。 

5. 公衆衛生医師の 育成・確保のための 環境整備に関する 基本的な考え 方 

公衆衛生医師の 育成・確保については 単に医師に対してのみではなく、 一般社会に 

対して公衆衛生業務そのものの 重要性を普及啓発することも 重要な視点であ り、 ここ 

では以下のような 基本的な考え 方の下で方策を 検討することとした。 

(1) 公衆衛生医師の 育成について 

保健所への複数の 医師の配置、 研究事業への 参加等が行いやすい 環境の整備を 

行うこと等により、 採用後から長期的な 視野に立って、 公衆衛生医師の 総合的な 

能力の向上を 念頭に置いた 研修体系を確立することが 必要であ る。 このためには、 

公衆衛生に直接または 間接に関係する 多様な分野において 様々な業務を 経験させ 

る OJT も肝要であ り、 適切に研修計画に 組み込むことが 望ましい。 

(2) 公衆衛生医師の 採用・確保について 

公衆衛生医師の 年齢構成を考慮した 採用計画を策定し、 定期的に公衆衛生医師 

を採用することが 必要であ る。 このため、 ホームページの 活用や公出衛生医師 確 

保 推進登録事業の 活用等の募集方法の 工夫、 人事交流等、 効果的な採用方法を 検 

討するべきであ る。 

(3) 公衆衛生医師の 職務に関する 普及啓発について 

採用双の学生、 研修医、 臨床医等に対する 公衆衛生に関する 教育及び各種広報 

媒体による普及啓発を 充実し、 公衆衛生医師に 対する理解を 深め、 認知度を向上 

させることが 望ましい。 

(4) 公衆衛生医師の 育成・確保のための 行動計画の策定及び 評価について 

地方自治体においては、 公衆衛生医師の 育成・確保に 関する行動計画を 策定し 、 

その進捗状況について 逐次評価を行うことにより、 その具体的な 取組を確実に 推 

進することが 必要であ る。 

6. 公衆衛生医師の 育成・確保のための 方策 

公衆衛生医師の 育成・確保にあ たっては、 地方公共団体、 医 育 機関等の関係者 

間で、 認識を共有し、 今後の方策等について 協議する必要があ る。 

なお、 地方公共団体内においても、 所管部局と人事、 財政担当部局との 課題の 

共有化を図りっ っ 、 医師の複数配置等の 人的な体制整備や 予算の確保が 図られる 

よ う 努めるべきであ る。 

(1 ) 公衆衛生医師の 育成 

①研修計画の 策定 
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採用された公出衛生医師に 対しては、 他 職種と同様に、 採用からの年次や 専門性 
に配慮した研修計画を 明示する必要があ る。 これは長期に 渡って公出衛生に 従事す 

る上で必要と 考えられる長期研修や 短期研修に参加する 時期、 本庁における 業務 遂 

行 時期、 他の地方公共団体への 派遣や保健所業務と 密接不可分な 精神医療業務や 検 
疫業務等との 人事交流等のジョブ ，ローテーションを 含むものであ ることが望まし 

い 。 

特に、 国立保健医療科学院の 専門課程 1 、 危機管理等の 短期研修、 結核研究所の 

長期短期研修、 各自治体の一般および 管理職研修等行政従事医師にとって 必要不可 
欠 な研修、 母子愛育会、 国立精神・神経センター、 国立感染症研究所等で 行われて 

いる公衆衛生従事医師の 専門的業務遂行上にとって 必要とされる 選択による専門 

的 研修ばかりでなく、 生涯を通じて 研 鎮を積むために 必要な研修 ( 例 ・ : 国内外の研 

究機関、 大学等における 研修 ) について研修光、 研修内容と研修目標とを 明記する 

ことが求められる。 

②人事異動及び 人事交流を通じての 人材育成 ( ジョブ・ローテーション ) の充実 

地方公共団体に 採用された公出衛生医師は 、 主に保健所に 勤務することが 前提で 

あ るが、 公衆衛生医師として 広い視野を持ち、 幅広く活躍できるようにするため、 

保健所のみならず 他の行政実務も 経験することが 求められる。 

異動先については、 保健所以外に 本庁、 国、 検疫所等の公出衛生分野の 各行政機 

関ばかりでなく、 適性に応じ、 教育、 福祉、 医療、 国際協力、 法令、 予算等の業務 
に 従事できる機関も 対象とすることが 望ましい。 このように分野の 異なる多様な 経 

験を積ませることも、 OJT の観点から幅広い 人材育成となることに 留意すべきであ 

る。 

更に、 研修目標については、 例えば、 「検疫所においては、 検疫業務、 予防接種 

業務、 蚊族 ，ねずみ 族 サーベイランス、 検体検査、 輸入食品監視等の 経験を積むこ 
とが期待される」等とすることが 考えられる。 

③研究事業等への 参加 

地域における 調査・研究事業は 地域の健康課題の 解決に資するだけではなく、 若 

い 公衆衛生医師が 医 育 機関の指導を 受けながら、 地域の安全・ 安心を確保するため 

に 必要不可欠な 疫学的な視点を 養 う等 、 その能力を向上させる 良い機会であ ること 

も視野に入れておく 必要があ る。 保健所等の行政機関と 医官機関が協力して 調査研 

究事業を行い、 若手を含む公衆衛生医師を 積極的に参加させることにより、 公衆衛 

生 医師の専門能力の 向上を図り、 かつ、 地方公共団体と 医百機関の連携を 推進する 

ことができる。 

調査・研究事業は、 あ くまでも地域の 健康課題を解決することを 主目的とした 中 

での公衆衛生医師の 能力向上であ る。 このため、 調査・研究事業については、 当然 

業務として位置づけ、 研究遂行に必要な 時間を業務計画に 組み込むことが 求められ 
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る 。 

④保健所への 医師の複数配置 

いく っか 残された保健所における 所長の兼務状態の 解決を急ぐ必要があ るが、 今 

後を展望すると、 保健所に公衆衛生医師を 複数配置することが 必要なことであ る。 

各世代の公出衛生医師を 保健所に配置することにより、 経験の豊かな 公衆衛生医 

師が直接指導することができ、 互いに研修等を 受けやすい環境を 整備することがで 

きる。 

公衆衛生医師アンケート 調査では、 複数配置については 法定化するなど 国の積極 

的関与が必要との 意見が多かった。 

⑤ 医 有機関との連携人事 

地方公共団体及び 医 百機関は、 公衆衛生医師の 育成・確保のために 連携を強化す 

る 必要があ るが、 医 有機関は感染症対策等の 危機管理としての 保健所及び本庁等に 

ついて理解と 関心を持つ必要があ る。 密接な連携によって、 大学における 公衆衛生 

教育の変革についても 関わる可能性もあ り、 今後の育成体制を 考える上で重要であ 

る 。 地域における 関係者は、 公衆衛生医師の 育成・確保のための 連絡と協議を 行う 

会議を設置し、 医育 機関職員、 保健所関係者及び 本庁職員等と 連携し、 今後の方策 

等について協議することが 望まれる。 

公衆衛生医師アンケート 調査では、 公衆衛生に興味を 持った医師の 養成や、 法令 

による公衆衛生医師の 役割の規定が 必要との意見が 挙げられた。 

⑥海外の公衆衛生及び 留学に関する 情報提供等 

保健所等の行政機関は 、 主に健康危機管理業務に 関して、 常に海外の最新情報等 

を持って対応しなければならない。 また、 若い医師は留学に 非常に関心が 高いこと 

もあ り、 職員の留学により 公衆衛生に関する 知識を取り入れる 必要があ る。 

健康危機管理に 関する情報等、 公衆衛生行政にとって 必要な諸覚国の 情報や留学 

に関する情報についてほ、 医 百機関や学会が 積極的に情報提供し、 公衆衛生医師の 

知識を常に向上させ 続けることが 求められる。 

公衆衛生医師のアンケート 調査では、 「留学に関する 情報提供があ っても、 実際 

に留学できなければ 意味がない」との 意見もあ り、 少なくとも休職による 留学を認 

めていない地方公共団体においては、 留学に関する 制度の整備や 帰国後の処遇等の 
検討が課題であ る。 

⑦国立保健医療科学院の 専門課程 1 の受講について 

国立保健医療科学院の 専門課程 1 は、 公衆衛生医師が 保健所長となるために 必要 

な知識を習得維持するものであ り、 地方公共団体は 公衆衛生医師が 本コースを受講 

できる環境を 整備することが 求められる。 

7 




